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区役所の数や組織の見直しと 
施策には当事者の声を生かすべき

８行政区は、80万都市を前提としている
が、人口は大幅に減少している。デジタル技

術が目覚ましく革新する中で、いつまで現行の８
区体制を維持するのか。区を削減し、区役所組
織を大幅に見直す必要があると考えるがどうか。

当面８区体制を維持するが、区の境界を越
えた効率的な行政運営が必要であれば、組織

の見直しを進める。デジタル技術を活用した業
務見直しで適正な組織体制と職員配置につなげる。

不登校やギャンブル依存対策などは、職員
や大学の専門家ではなく、どのように苦しみ、

どう乗り越えたかという当事者の声が、心の支
えとなることが多い。積極的に当事者団体など
と連携する必要があると考えるがどうか。

同じ経験を持つ当事者の声は悩みの軽減に
つながり、将来への希望を得る大きな支えと

なる。当事者団体との連携・協働を深めていく。
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伊藤　健太郎
（翔政会）

柏崎刈羽原発のトラブルへの 
市長の認識と県議会が取るべき対応

柏崎刈羽原発６号機は、本年１月の再稼働
後、制御棒を引き抜く検査で警報が正常に作

動しないトラブルや、30年超の運転に必要な認
可申請書に多数の誤りが見つかるなど、トラブ
ルが続いていることについて市長の見解を伺う。

市として東京電力に対し、直接行動する立
場にはないが、トラブル発生時の事実確認と

不適切な事案を繰り返さず再発防止策をしっか
りと講じるよう、市町村研究会を通じて伝える。

昨年12月の定例会見で市長が言及した「原
発の豊富な知識がある県議会」で原発再稼働

に反対でない県議会議員が、原発でのトラブル
について東京電力に対して取るべき対応を、市
長はどのように考えるのか。

県議会の議決を経て、再稼働の判断をして
いるが、トラブルに対しては、国や県が東京

電力に適切な措置を求めていると認識している。
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竹内　功
（市民ネットにいがた）

新潟水俣病全面解決への道筋と 
レジデンシャル芸術監督の任期

新潟水俣病の第２次抗告訴訟において新 
潟地方裁判所が市の認定棄却を違法とし、そ

の判決を受け本市は控訴した。控訴をした市長
として、一体どのように全ての被害者を救済す
るという道筋をつけるつもりなのか。

現行制度の課題点を明確にし、国に救済制
度の抜本的な見直しを要望した。政治的に解

決するとしても国会議員の力添えが必要であり、
県などと連携し、できることを全力で取り組む。

りゅーとぴあのレジデンシャル制度におけ
る芸術監督の任期に上限を設けることについ

て、状況に応じて柔軟に判断できる余地を残し、
市民に広く理解され、受け入れられる制度とな
るよう再検討すべきと考えるがいかがか。

監督の任期４年、８年のタイミングで、次
期監督の選考を含め制度の見直しを検討するこ

とにしている。明文化については、今後検討する。
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青木　学
（市民ネットにいがた）

ナフサ製品不足に対する市内業者への 
支援と学校体育館の空調設備
中東情勢の不透明化に伴うナフサを原料と

する石油関連製品の高騰に対して、企業努力
には限界がある。中小企業に対し、金利補給な
ど資金繰り支援をすべきではないか。

本市の制度融資の一つである経営支援特別
融資に「中東情勢影響アシスト枠」を追加し、

借入時に必要となる信用保証協会への信用保証
料を補助することとして６月定例会に提案した。

学校体育館は、授業のほか学校行事や地域
活動、災害時の避難所などでも利活用され、

熱中症対策として空調設備設置は重要な課題と
考える。本市では特別教室への空調設備設置が
2027年度にも完了予定としていることから、学
校体育館へも設置を進めるべきではないか。

学校体育館の空調設備設置は、国の財政支
援制度の活用を踏まえ、導入方法や費用など

の課題について整理・検討を進めている。◯教
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鈴木　映
（日本共産党新潟市議会議員団）

にいがた２
ニ キ ロ

㎞シェアサイクルと 
自治会・町内会の業務効率化

シェアサイクル事業の今後の拡大を事業者
と検討するとしており、契約満了後も、事業

者への丸投げは考えていないと思うが、今後の
シェアサイクル事業への本市の関与や支援の方
向性をどのように検討しているのか伺う。

事業者の独立採算運営が可能となるビジネ
スモデルの構築を目指すが、サイクルポート

の増設などは、まちづくりと連携するため、引
き続き事業者と協働して取り組んでいく。

自治会・町内会役員の担い手不足という観
点から、自治会のデジタル化導入支援による

負担軽減策は早急に検討しなければならない。電
子回覧板アプリの導入や維持費用の支援策が必
要と考えるが、今後の方針について伺う。

地域活動の担い手不足が深刻化する中、デ
ジタル化は重要で、既存の支援制度の周知と

ともにデジタル化の推進支援策を検討していく。
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山際　務
（翔政会）

●�新聞（新潟日報、朝日・読売・毎日・産経・日本経済新聞）を購読されていない方には市議会だよりを申し込みにより郵送しています。  �
希望される方は議会事務局調査法制課へ☎025-226-3385（直通）

政務活動費政務活動費 について
●政務活動費は、議員が調査研究その他の活動
を行うための経費の一部として、会派または
議員に対して交付されるものです。

●地方自治法の規定に基づき制定された「新潟
市議会政務活動費の交付に関する条例」の
他、規則や運用指針により、適正に取り扱わ
れています。

●経費の対象は、先進地視察や研修参加などの
経費、図書などの購入費、広報紙作成の経費、
人件費、事務所を運営する経費などです。

●交付方法は２通りから各会派が選択します。
①会派交付：所属議員数×月額15万円
②会派および議員交付：
【会派交付分】所属議員数×月額３万円
【議員交付分】月額12万円

●過去５年分の収支報告書などを市議会ホーム
ページでご覧いただけます。
また、議会事務局で写しを閲覧す
ることができます。

●紙面の都合上、表は会派別に会派交付分と議員交付分の合計を記載しています。（日本共産党新潟市議会議員団、市民ネットにいがたは会派交付のみを選択）
●令和８年４月30日（政務活動費収支報告書提出期限）時点の会派名および人数を記載しています。（ただし、年度途中で死亡および自動失職となった議員は、最終的に所属していた会派に掲載）
●注１：翔政会は令和７年５月18日までは22人、５月19日から令和８年１月26日までは21人、１月27日から２月16日までは20人、２月17日から21人になります。（会派所属議員数変更のため）
●注２：新風にいがたは令和７年５月18日までは４人、５月19日から５人になります。（会派所属議員数変更のため）
●注３：無所属の会は令和８年２月16日までは３人、２月17日から４人になります。（会派所属議員数変更のため）
●注４：新市民クラブは令和８年１月７日までは４人、１月８日から２月16日までは３人、２月17日に解散となりました。

令和７年度　政務活動費執行状況　（令和７年４月～令和８年３月交付分） 単位（円）

会派名など

支出項目など

翔政会 
（22人） 
※注１

日本共産党 
新潟市議会 

議員団 
（６人）

新風にいがた 
（５人） 
※注２

新潟市 
公明党 

（４人）

ともに躍動する 
新潟 

（４人）

無所属の会 
（４人） 
※注３

市民ネット 
にいがた 
（３人）

新市民クラブ 
（１人） 
※注４

会派に 
属さない議員 

（１人）
合計

収　　　入 39,030,000 10,800,000 8,940,000 7,200,000 7,200,000 6,870,000 5,400,000 2,370,000 1,440,000 89,250,000

支
　
　
　
出

調 査 研 究 費 8,944,033 773,537 2,109,221 1,072,575 1,030,861 615,060 148,643 1,292,700 165,228 16,151,858

研 修 費 151,130 7,330 0 0 319,550 60,433 0 0 0 538,443

広 報 費 10,715,572 6,878,821 3,972,392 3,781,346 823,967 4,303,879 4,384,258 0 513,260 35,373,495

広 聴 費 115,000 0 0 0 0 375,786 0 0 0 490,786

要請・陳情活動費 174,470 0 0 0 0 0 0 0 0 174,470

会 議 費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資 料 作 成 費 0 0 48,137 0 0 389,100 0 0 209,000 646,237

資 料 購 入 費 681,932 709,177 227,044 654,380 460,354 434,658 98,126 72,000 125,780 3,463,451

人 件 費 2,709,566 249,000 0 0 180,000 0 456,973 0 0 3,595,539

事 務 所 費 1,727,370 524,730 60,000 0 1,273,658 48,769 312,000 0 95,565 4,042,092

計 25,219,073 9,142,595 6,416,794 5,508,301 4,088,390 6,227,685 5,400,000 1,364,700 1,108,833 64,476,371

残　　　額 13,810,927 1,657,405 2,523,206 1,691,699 3,111,610 642,315 0 1,005,300 331,167 24,773,629

市議会ホームページ


